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すべての人々に すべての土地で 存在価値を示し
より良い暮らしをより低価格で提供する
【神奈川⼀チャレンジする会社 (株)建新】

横須賀市で“唯⼀” ハタラクエール2025を受賞
～建新の福利厚生制度が評価されました～

神奈川⼀の住環境企業を目指す株式会社建新（本社／神奈川県横須賀市、代表取締役／大口 隆弘、以
下「当社」）は、福利厚生表彰・認証制度実行委員会が運営する福利厚生表彰・認定制度である「ハ
タラクエール2025」の福利厚生推進法人認証を受けました。横須賀市で唯⼀のハタラクエール認証企
業となります。企業理念『All-Win』の実現に向けて、従業員の働きやすい環境づくり・モチベーショ
ン向上に向けてチャレンジを続けることで、モデル企業として業界や地域への貢献を目標としていき
ます。

■ハタラクエールとは
福利厚生の充実・活用に力を入れる法人であることを学識者で構成する審査委員会が
審査し、福利厚生の充実・活用の状況に応じて
「優良福利厚生法人」「福利厚生推進法人」として表彰・認証する制度です。
（参照：https://fukurikosei-hyosyo.com）

今回の認証において、当社が最も評価された点は「制度充実」であり、以下の2点が評価されました。
・多様な従業員が働きやすい環境を整備するため、多くの制度を提供していること
・更なる制度の新設・充実にも前向きに取り組み、時代の変化に合わせて福利厚生を整備している

【建設・不動産業界の常識を覆す働き⽅改⾰】
当社は、企業理念として『All-Win』を掲げ、企業の「働き⽅改⾰」の積み重ねこそがこの課題解決の
貢献につながるとし、2020年4月からさまざまな試みに取り組んできました。
従業員が限られた時間内でパフォーマンスを発揮できる職場環境を実現するために、仕事のやりがい
を感じられる仕組み、制度の整備を進めています。

【建新の福利厚生（⼀部抜粋）】
・週休3日制
2021年4月に導入した週休3日制のトライアルを更新し、2022年4月から全社員対象に月に1回の週休3
日制、2024年4月からは月に2回の週休3日制を開始しました。当社の年間休日は、2024年4月より
133日となり、同業界の平均年間休日【建設業114.9日、不動産業・物品賃貸業116.4日】（厚生労

働省「令和５年就労条件総合調査」より）を大幅に上回り、建設・不動産業界の常識を覆しました。
当社の総労働時間は減少する、給料は減少しない「給与維持型」をとっています。
（※働き⽅・休み⽅改⾰取組事例集｜厚生労働省の分類に基づく）

・自己啓発・成長支援
資格取得における支援、手当の支給などの自己啓発を支援する制度や人事人財研修に精通した責任者
による自社独自の研修制度などの自己成長につながる福利厚生が整っています。

・ブラザーシスター制度
新卒社員が当社で初めての社会人生活を送るにあたり、「心身の向上とケア」に役立てることを目的
とし、新入社員1人につき先輩社員1人がペアとなり、ランチミーティングを行う制度です。新卒社員
だけでなく、先輩社員の成長も目的としており、ランチ費用は会社が負担をしています。

・アニバーサリー休暇
当社では年に1回、結婚記念日や子どもの誕生日など、大切にしている記念日に特別休暇を取得するこ
とができます。従業員だけでなく、その家族や友人を大切にしたいという思いで設定しています。

https://fukurikosei-hyosyo.com/
https://jsite.mhlw.go.jp/gifu-roudoukyoku/content/contents/001850257.pdf
https://work-holiday.mhlw.go.jp/material/pdf/category1/0101012.pdf
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建設・不動産業界のイメージを覆すために、当社が取り組んできた「働き⽅改⾰」は、従業員の多様
な働き⽅により、ワーク・ライフバランスを確保できることや企業全体がモチベーション向上につな
がるさまざまな制度を導入し変⾰をもたらした成果が基底となり、健康に配慮したクリーンな職場づ
くりを構築し続けています。

今後もさまざまな「働き⽅改⾰」を積極的に取り組み続けることで、自社がモデル企業となり、神奈
川に魅力ある企業を更に増やし、労働供給への貢献を目標としていきます。
当社の事業の取り組みや働き⽅改⾰は、「持続可能な社会の実現」と、「より多くの人のスマイルを
生み出す」へ繋がるよう独自性を創出してまいります。

■会社概要-建新-
社名 株式会社 建新
代表 大口 隆弘
所在地 〒238-0004 神奈川県横須賀市小川町26-9
設立 1999年12月1日
建設業許可番号 神奈川県知事許可（特・般-3）第65868号
⼆級建築⼠事務所 神奈川県知事登録第9757号
宅建業許可番号 国土交通大臣免許(1)第10653号
URL https://www.kensin-inc.com
事業内容 土地仕入、戸建分譲販売、建築請負、宅地造成、リフォーム

【本プレスリリースに関するお問い合わせ先】
株式会社 建新 グループ事業管理本部
TEL：046-827-6485
E-mail： press@kensin-inc.com
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